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1. 調査概要 

 

調 査 対 象：町内事業者 

 

調 査 方 法：調査票によるアンケート方式 

 

調 査 期 間：令和７年 9 月～令和７年 11 月 

 

発 送 総 数：388 部 

 

回 答 数：150 者（回答率 38.6％） 

 

回答者の業種内訳：製造業 28 者、建設業 31 者、卸売・小売業 33 者、サービス業 35 者、宿泊・飲食サービス 16 者、 

その他業種（農業・運輸業・情報通信業）7 者、 

 

回答者の企業形態：法人 74 者（株式会社 46 者、有限会社 27 者、合同会社 1 者）、個人事業主 76 者 
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【売上と採算、仕入について】        

（単位：ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目はＤＩ値（※）を用いて景況感を算出。 

2024 年および 2025 年の売上高見通し DI と利益見通し DI を比較すると、マイナス値の項目が多く、全体として依然厳しい景況

感がうかがえる。その一方で、一部の業種において改善傾向が伺え、サービス業においては売上見通し DI がプラス値に転じてい

る。 

また、仕入れ単価の推移および見通しはいずれの年度においてもプラス値で推移しており、原材料費やエネルギー価格の上昇な

ど、物価高の影響は当面継続するものと見込まれる。 

※ＤＩ（ディフィージョンインデックス）値

とはゼロを基準として、プラスの値は「景

気上向き傾向（良い）」回答割合が多いこと

を示し、マイナスの値は「景気の下向き傾

向（悪い）」回答割合が多いことを示す。 

各項目の判断状況を示すが、「景況感」であ

り「実数値を表す数値」ではない。 

2024年

売上高見通

し

2024年

利益見通し

販売単価の

推移と見込

み（2023年

～2024年

度）

販売単価の

推移と見込

み（来季以

降）

仕入れ単価

の推移と見

込み（2023

年～2024年

度）

仕入れ単価

の推移と見

込み（来季

以降）

①製造業 -11.5 -24.1 13.8 3.4 72.4 65.5

②建設業 -17.4 -31.8 -21.7 -17.4 65.2 56.5

③卸小売業 -3.2 -16.7 -16.7 16.7 66.7 66.7

④サービス業 -9.5 -36.4 0 4.5 54.5 63.6

④宿泊・飲食サービス業 -30.8 -30.8 38.5 30.8 84.6 84.6

⑤その他業種 50 50 50 62.5 37.5 37.5

2024年度

調査

2025年

売上高見通

し

2025年

利益見通し

販売単価の

推移と見込

み（2024年

～2025年

度）

販売単価の

推移と見込

み（来季以

降）

仕入れ単価

の推移と見

込み（2024

年～2025年

度）

仕入れ単価

の推移と見

込み（来季

以降）

①製造業 -14.29% -21.43% 14.29% 7.14% 57.14% 50.00%

②建設業 -25.81% -29.03% 0.00% -12.90% 58.06% 51.61%

③卸小売業 -39.39% -48.48% -24.24% -24.24% 42.42% 48.48%

④サービス業 2.86% -14.29% -14.29% -8.57% 42.86% 45.71%

④宿泊・飲食サービス業 -6.25% -40.00% 0.00% 0.00% 87.50% 81.25%

⑤その他業種 14.29% 0.00% 28.57% 28.57% 85.71% 85.71%

2025年度

調査
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【中小企業白書・小規模企業白書から見た中小企業の業況】 

「中小企業白書・小規模企業白書より」 

①中小企業の業況判断 DI は、2023 年上半期に約 30 年ぶりの水準を記録して以降低下し、回復も足踏みの傾向が続いている。 

② 業種別に見ても、各業種とも同様の傾向で推移。製造業・建設業では、コロナ前の水準より低くなっている。 

 

[出典：2025 年版 中小企業白書・小規模企業白書の概要 2025 p5] 
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【従業員雇用について】 

 

 

 

 

 

 

 

従業員の採用方針について昨年度の調査と比較すると、「積極的に採用したい」と回答した事業者数は増加しているものの、全体

に占める割合は 26.7％から 22.7％へと低下している。一方で、「採用を見送りたい」と回答した企業の割合および企業数はいずれ

も増加しており、採用意欲よりも慎重姿勢が上回っている状況がうかがえる。人手不足感が一層強まるなかにあっても、現状の人

員で何とか対応していこうとする動きや、人件費を含む雇用コストの増加により、新たな雇い入れに必要な財源確保が難しいこと

などが背景にある可能性が考えられる。 
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【中小企業白書・小規模企業白書から見た人手不足】 

 

「中小企業白書・小規模企業白書より」 

①中小企業の人手不足感は依然として深刻。ほとんどの業種において、コロナ禍以降人手不足感が強まっている。 

②不足している職種として、販売従業者・サービス職業従業者・建設作業者をはじめとした「現業職」を挙げる事業者が最も 多

い傾向にあり、「管理職」や「事務職」の不足感と大きな差がある。 

[出典：2025 年版 中小企業白書・小規模企業白書の概要 2025 p6] 
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【資金繰りについて】 

 

 

 

【中小企業白書・小規模企業白書から見たゼロゼロ融資の利用企業について】 
 
 
 

 

 

 

 

前年度調査と今年度調査を比較すると、借入を行った事業者の割合は 21.6％から 22.0％とほぼ横ばいで推移しており、コロナ禍

と比較すると資金繰り面は概ね落ち着いている状況がうかがえる。一方、製造業においては、融資を受けたと回答した事業者数が

前年度より 4 者増加している。これは、原材料価格やエネルギーコストの上昇に伴う運転資金需要の増加に加え、設備の更新や省

力化投資への対応、価格転嫁の遅れによる一時的な資金不足などが背景にある可能性が考えられる。 

また、融資を受けていない事業者は全体の 78％を占めている。融資を受けていない理由は明らかではないものの、自己資金での

経営が可能な事業者が一定数存在することに加え、借入による将来負担を避けたい意識や、投資・事業拡大を控える慎重な経営姿

勢が影響している可能性も考えられる。 
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【中小企業白書・小規模企業白書から業種別借入依存度】 

 

「中小企業白書・小規模企業白書より」 

中小企業は大企業と比較して借入金依存度が高い傾向。宿泊・飲食業を中心に、貸出金利上昇は大きな利益下押しリスクに。 ま

た、中小企業の有利子資産保有量は少なく、金利上昇がもたらす恩恵を受けにくい構造にある。 

 

[出典：2025 年版 中小企業白書・小規模企業白書の概要 2025 p13] 
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【設備投資について】 

※投資先は複数回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 年度調査と 2025 年度調査

を比較すると、全産業計におけ

る設備投資実施（計画）率は、

2024 年度の 27.2％から 2025 年

度は 23.3％へと 3.9 ポイント低

下している。 

 

業 種 別 に 見 る と 、 製 造 業 は

27.5％から 25.0％、建設業は

21.7％から 16.1％、サービス業

は 30.7％から 18.8％、飲食・宿

泊 ・ 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 は

31.8％から 25.7％と、それぞれ

設備投資実施（計画）率が低下

している。 

 

一方、卸小売業は 16.6％から

21.2％へ上昇している。「その

他」業種は 2025 年度 57.1％と

高い水準となっている。 

68 13 12 18 7 16 2

47 8 14 8 6 10 1

35 7 5 7 3 9 4

土地 4 0 1 1 0 1 1

建物・工場 2 1 0 1 0 0 0

生産設備 13 6 1 0 2 0 4

車両・運搬具 13 2 3 2 1 2 3

付帯施設 3 1 0 1 0 1 0

OA機器 6 1 2 1 0 1 1

福利厚生施設 1 0 0 1 0 0 0

ITシステム 2 0 1 1 0 0 0

その他 7 0 1 3 1 2 0

23.3% 25.0% 16.1% 21.2% 18.8% 25.7% 57.1%設備投資実態（計画）率

2025年度調査 全産業集計 ①製造業 ②建設業
⑤飲食・

宿泊ｻｰﾋﾞｽ業
⑥その他

計画していない

未定

計画又は既に実施している

③卸小売業 ④サービス業

49 13 10 15 6 5 0

42 8 8 10 9 4 3

34 8 5 5 7 4 5

土地 7 0 1 3 1 0 2

建物・工場 12 2 1 3 3 0 2

生産設備 17 6 1 1 2 3 3

車両・運搬具 9 2 1 2 2 0 1

付帯施設 5 1 0 1 1 1 1

OA機器 10 2 3 2 1 0 1

福利厚生施設 1 1 0 3 0 0 0

ITシステム 10 2 3 3 0 1 1

その他 2 0 1 0 0 0 0

27.2% 27.5% 21.7% 16.6% 31.8% 30.7% 62.5%

計画していない

未定

計画又は既に実施している

設備投資実態（計画）率

④サービス業 ⑥その他2024年度調査 全産業集計 ①製造業 ②建設業 ③卸小売業
⑤飲食・

宿泊ｻｰﾋﾞｽ業
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【中小企業白書・小規模企業白書から見た生産性について】 

 

 

 

 

 

 

「中小企業白書・小規模企業白書より」 

①現状中小企業の設備投資額は、大企業と比較して低い水準で推移。また、2024 年度の中小企業の設備投資計画は、前年度 比で増勢も

低下。 

②物価・金利・人件費の上昇と構造的な人手不足に直面する今こそ、一人当たりの業務効率化と付加価値向上を加速させる ため、設備

投資を積極的に実施していくことが必要。 

[出典：2025 年版 中小企業白書・小規模企業白書の概要 2025 p10] 

 



令和７年度 明和町商工会 経営発達支援計画事業 

【事業承継について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現代表の年齢構成を見ると、「51～60 歳」が 37％と最も高く、次いで「61～70 歳」が 25％、「41～50 歳」が 17％、「71 歳以上」

が 14％となっている。一方、「30 歳以下」は 1％、「31～40 歳」は 6％にとどまっており、代表者の年齢層は中高年層が中心であ

る。 

事業承継の状況では、「後継者は決まっていない」が 38％と最も多く、「自分の代で廃業を検討」が 36％、「既に後継者が決まっ

ている」が 19％、「事業承継は完了している」が 7％となっている。後継者が未定または廃業を検討している事業者は全体の 74％

を占めている。 

M&A への興味については、「ある」が 36％、「ない」が 64％となっており、関心を示している事業者が 4 割弱ある。 
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【中小企業白書・小規模企業白書から見た後継者問題について】 

 

「中小企業白書・小規模企業白書より」 

① 中小企業の後継者不在率は減少傾向にあり、経営者の年齢が 60 歳以上である企業においても、後継者不足の解消が進む。 

② 一方で、中小企業の経営者年齢は、平準化が進むものの依然高い水準。60 歳以上の経営者が、全体の過半数を占める。 

 

[出典：2025 年版 中小企業白書・小規模企業白書の概要 2025 p17] 
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【町内事業者の経営課題について】 

 

 

 

「現在直面している経営上の課題」では、「原材料価格の上昇」が最も多く、他の項目を大きく上回っている。次いで「客・製品単

価の低下、上昇難」「需要の停滞」「人件費の増加」が続いており、価格・コスト・需要に関する項目が上位を占めている。「人材不

足（従業員の確保）」「同業者による競合激化」も一定数の回答が見られる。 

「最も重要度の高い経営課題」においても、「原材料価格の上昇」が最上位となっている。次いで「人材不足（従業員の確保）」「需

要の停滞」「客・製品単価の低下、上昇難」が続いており、現在の課題と同様の項目が上位に挙げられている。一方、「同業者による

競合激化」「町内人口の減少」「製品ニーズの変化への対応」などは、重要課題として選択した事業者数は相対的に少ない。 


